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	TEL. 03-6215-9649
	１．自己投資口の取得を行う理由
	本投資法人の投資口価格の水準、手元資金の状況、財務状況及びマーケット環境等を総合的に勘案し、自己投資口の取得及び消却により資本効率の向上及び投資主還元を通じて、中長期的な投資主価値の向上に資するものと判断したことによります。
	２．取得に係る事項の内容

